
平成３０年１１月 ３０日

○規則

小田原市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則



小田原市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成３０年１１月 ３０日

小田原市長 加

　

藤

　

憲

　

一

小田原市規則第５９号

　　　

小田原市介護保険条例施行規則の一部を改正する規則

　

小田原市介護保険条例施行規則 （平成１２年小田原市規則第９号） の一部を次のよう

に改正する。

　

第１０条中 「第４６条第４項、 第４８条第５項、 第５１条の２第４項、 第５３条第４

項」 を 「第４２条の２第６項、 第４６条第４項、 第４８条第４項、 第５１条の３第４項、

第５３条第４項、 第５４条の２第６項」 に、 「第６１条の２第４項」 を
「第６１条の３

第４項」 に、 「小田原市基準該当サービス事業者及び基準該当居宅介護支援事業者の登

録等に関する規則」 を 「小田原市基準該当居宅サービス等事業者の登録等に関する規

則」 に、 「又は第６条第１項」 を 「、 第６条第１項、 第８条第１項又は第８条の３第１

項」 に、 「特例居宅介護サービス費等 （同規則第２条第６号に規定する特例居宅サービ

ス費等をいう。） 又は特例居宅介護サービス計画費 （同規則第２条第７号に規定する特

例居宅介護サービス計画費等をいう。） として要介護被保険者等」 を 「同規則第２条第

１項第９号に規定する特例居宅介護サービス費、 同項第１０号に規定する特例居宅介護

サービス計画費、 同項第１１号に規定する特例介護予防サービス費又は同項第１２号に

規定する特例介護予防サービス計画費として居宅要介護被保険者又は居宅要支援被保険

者」 に、 「要介護被保険者等に代わり基準該当居宅サービス事業者又は基準該当居宅介

護支援事業者」を「居宅要介護被保険者又は居宅要支援被保険者に代わり同規則第３条

第１項に規定する基準該当居宅サービス登録事業者、 同規則第５条第１項に規定する基

準該当居宅介護支援登録事業者、同規則第７条第１項に規定する基準該当介護予防サー

ビス登録事業者又は同規則第８条の２第１項に規定する基準該当介護予防支援登録事業

者」 に改め、 同条第１号中 「領収書」 を 「領収証」 に改める。

　

第１２条第５項中 「第５１条の２第２項第１号」 を 「第５１条の３第２項第１号」 に、

「法第５１条の２第２項第２号」 を 「同項第２号」 に改め、 同条の次に次の１条を加え



る。
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（一定以上の所得を有する要介護被保険者に係る特例居宅介護サービス費等の額）

第１２条の２

　

第１号被保険者であって法第４９条の２第１項に規定する所得の額が同

　

項の政令で定める額以上である要介護被保険者（次項に規定する要介護被保険者を除

　

く。） が受ける次の各号に掲げる介護給付について当該各号に定める規定を適用する

場合においては、 これらの規定中 「１００分の９０」 とあるのは、 「１００分の

　

８０」 とする。

　

（１） 特例居宅介護サービス費の支給

　

前条第１項

　

（２） 特例地域密着型介護サービス費の支給

　

前条第２項

　

（３） 特例施設介護サービス費の支給

　

前条第４項

２

　

第１号被保険者であって法第４９条の２第２項に規定する所得の額が同項の政令で

　

定める額以上である要介護被保険者が受ける前項各号に掲げる介護給付について当該

　

各号に定める規定を適用する場合においては、 これらの規定中 「１００分の９
１０」 と

　

ある の は、 「１００分の７０」 とする。

　

第１３条第１項及び第２項中 「当該要支援被保険者」 を 「当該居宅要支援被保険者」

に改め、 同条第４項中 「第６１条の２第２項第１号」 を 「第６１条の３第２項第１号」

に、 「法第６１条の２第２項第２号」 を 「同項第２号」 に改め、 同条の次に次の１条を

加える。

　

（一定以上の所得を有する居宅要支援被保険者に係る特例介護予防サービス費等の

額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

、

第１３条の２

　

第１号被保険者であって法第５９条の２第１項に規定する所得の額が同

項の政令で定める額以上である居宅要支援被保険者（次項に規定する居宅要支援被保

　

険者を除く。） が受ける次の各号に掲げる予防給付について当該各号に定める規定を

適用する場合においては、 これらの規定中 「１００分の９０」 とあるのは、 「１００

分の８０」 とする。

　

（１） 特例介護予防サービス費の支給

　

前条第１項

　

（２） 特例地域密着型介護予防サービス費の支給

　

前条第２項

　　　　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．
２

　

第１号被保険者であって法第５９条の２第２項に規定する所得の額が同項の政令で

定める額以上である居宅要支援被保険者が受ける前項各号に掲げる予防給付について

当該各号に定める規定を適用する場合においては、 これらの規定中 「１００分の



るす「１００ し
」
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けの規則は、 公布の日から施行する。
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